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柳澤大臣を表敬訪問するオニール財務長官(1 月 21 日(月)) 

 

<空売りへの総合的な取組みについて > 

 

１．はじめに 

 

金融庁では、平成 13 年８月に発表した「証券

市場の構造改革プログラム」を踏まえて、これま

で個人投資家の証券市場に対する信頼向上のた

めのインフラ整備等を推進して参りました。しか

しながら、証券市場においては、一部証券会社の

法令違反行為（空売り規制違反等）に見られるよ

うに、一部の市場仲介者や市場参加者について、

なお個人投資家の信頼に悪影響を与えるような

事例が見られました。 

そこで、金融庁では、｢改革先行プログラム｣ 

（平成 13 年１０月２６日決定）等を踏まえ、個

人投資家の証券市場への信頼向上のためのイン

フラ整備をさらに徹底するため、空売りへの総合

的な取組みを行うこととしました。 

 

 

２．空売りへの監督上の対応 

 

① 空売り規制の周知徹底 

日本証券業協会を通じて、会員証券会社に対し

て、空売り規制の周知徹底を図るとともに、その

遵守状況について総点検を行うよう要請するこ

ととしました。 

（参考）現行「空売り規制」は平成１０年  

１０月に、米国における規制を参考に、

それまでの規制を強化したもので、基

本的には米国並みの規制となっていま

す。（ちなみに英、仏、独は空売り規制

を行っていません。） 

具体的には、空売り明示・確認義務

と価格規制の２つの規制から成り立っ

ています。 

空売り明示・確認義務は、証券取引

法第１６２条第１項等に規定されてお

 



 

り、「政令で定めるところに違反して」

｢有価証券を有しないで若しくは有価

証券を借り入れて｣｢売付｣をしてはな

らない等となっており、政令では同法

施行令第２６条の３で｢証券取引所の

会員等は、｣｢空売りであるか否か｣を

「明らかにしなければならない。」とさ

れています。 

価格規制は、同じく証券取引法第 

１６２条第１項等に規定されており、

政令では同法施行令第２６条の４で

｢空売りを行おうとするときは、｣｢直

近｣｢価格に満たない価格において当該

空売りを行ってはならない。｣とされて

います。 

 

３．空売りへの監視上の対応 

 

① 証券会社に対する検査及び報告聴取 

証券取引等監視委員会は、証券会社に対する検

査及び報告聴取を通じて、空売り規制違反の有無

について重点的に点検することとしました。 

 

② 証券取引等監視委員会の監視機能強化 

上記①を含め、証券取引等監視委員会の監視機

能の一層の充実強化を図るため、必要な人員の確

保、民間専門家の採用等を積極的に行います。 

（参考） 

平成１４年度政府予算案における定員整備 

13 年度定員 （増員） 14 年度定員 

（監視委員会） 

 122 人（＋61 人）⇒ 182 人(定削 1)  

（財務局監視部門） 

143 人（＋39 人）⇒ 182 人 

（※）証券取引等監視委員会の採用情報をご覧

下さい。 

 

４．空売りへの規制上の対応 

 

① 信用取引に対する空売り規制の適用 

現行、信用売りについては、空売りの明示・確

認義務の適用から除外されていますが、信用売り

が増加していること等を踏まえて、信用売りにつ

いても上記の明示・確認義務を対象とすることと

します。 

（参考）「有価証券の空売りに関する内閣府令

の一部を改正する内閣府令案の概要の

公表について」 

 

② 日々公表銘柄制度の機能強化等 

取引所等が信用取引残高を日々公表する日々

公表銘柄制度の機能強化及び信用売りに対する

モニタリングの強化について、取引所等に要請す

ることとしました。 

（参考）日々公表銘柄制度とは、取引所等が

定める基準に照らし、信用取引が過度

に利用されていると認められる銘柄に

ついて、取引所等がその取引残高を

日々公表している制度のこと。 

 

③ その他 

上記の措置の導入後の状況を注視し、必要に応

じて、更なる措置を検討することとしています。 

 

【参考資料】 

・「証券市場の構造改革プログラム」について

（平成１３年８月８日） 

・「改革先行プログラム」（平成１３年１０月

２４日） 
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<平成 14 年度機構・定員及び予算案の概要について > 

 

 平成１３年１２月２４日に閣議決定された、平成１４年度予算政府案における金融庁の機構・定員及び

予算の概要は以下のとおりです。 

 

１．機構・定員 

 

 「緊急経済対策」（平成１３年４月）、「今後の経

済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本

方針」（「骨太の方針」同年６月）や「改革先行プ

ログラム」（同年１０月）で、証券市場の構造改革

や不良債権問題の抜本的解決が重要な政策課題と

されている中、金融庁では、これらの諸課題に迅

速かつ的確に対処するため、証券取引等監視委員

会で「６１人」、検査局で「４６人」をはじめ、全

体で「１３４人」の増員を図るなど、体制を整備

することとしています。 

 各部局の体制整備の概要は以下のとおりです。 

 

 

 

 

（１）証券取引等監視委員会（６１人の増員） 

証券取引等監視委員会では、証券市場の構造改

革が重要な政策課題とされている中、個人投資家

の証券市場に対する信頼を確固たるものとするた

め、現体制「１２２人」に対し、５割増の「６１

人」の増員を図ることとしています。 

 なお、財務局証券取引等監視官部門での増員 

「３９人」と合わせると、全体で「１００人」の

増員が図られることとなり、我が国の市場監視体

制は抜本的に強化されることとなります。

（参考１）監視委員会の各部門別体制整備の概要 

         現 状  増 員  

検査部門    ４５人  ２０人  検査局との同時検査体制強化 

                 概ね１．５年周期での検査体制 

取引審査部門  １９人  １７人  人員を倍増。日常的な監視体制を抜本的に強化 

 

特別調査部門  ４０人  ２２人  証券犯罪の一掃のため、犯則事件の調査体制強化 

 

総括部門    １８人   ２人  監視活動の端緒となる情報収集体制の整備 

 

（参考２）監視委員会と財務局監視官部門の増員 

         １３年度末定員  増 員     １４年度末定員 

監視委員会      １２２人   ６１人（定削１）  １８２人 

財務局監視官部門   １４３人   ３９人（注）    １８２人   

合 計        ２６５人   １００人      ３６４人  

（注）財務局監視官部門の定削は未定 

 

 

 



 

（２）検査局（４６人の増員） 

検査局では、不良債権の最終処理を確実に進め

るため、主要行の自己査定の正確性を高める観点

から主要行に対して「年１回検査」、「フォローア

ップ検査」に加え、市場の評価に著しい変化が生

じているなどの債務者に着目した「特別検査」を

実施する体制を整備するほか、ＩＴを利用した新

たなシステム業務・取引への対応、証券市場活性

化のための環境整備を図るため、証券会社や投信

会社に対する検査体制を整備することとし、全体

で「４６人」の増員を図ることとしています。 

  この結果、主要行については、持株会社等を含

め、１年周期での検査が可能となるほか、地銀・

第２地銀、証券会社、投信会社、保険会社につい

ては概ね１．５年周期、その他についても概ね３

年周期での検査が可能となる体制が確保されます。 

 

 

（３）監督局（１４人の増員） 

監督局では、ペイオフ解禁後の監督業務を迅速

かつ的確に実施するため、「参事官」を新設すると

ともに、不良債権問題の正常化等に向けた体制整

備の一環として、「監督調査室」を新設し、監督上

必要な調査機能を抜本的に強化するなど、全体で 

「１４人」の増員を図ることとしています。 

 

（４）総務企画局（１３人の増員） 

 総務企画局では、金融・経済を巡る情勢の急激

な変化に的確に対応した、金融制度の整備・改善

等を行なうため、調査・研究体制を充実・強化す

るなど、金融行政を総合的に担うための企画調整

機能を強化することとし、全体で「１３人」の増

員を図ることとしています。 

（参考３）平成１４年度増員内訳 

 13 年度末定員 14 年度定員削減 14 年度増員 増員後定員 
総 務 企 画 局 ２２５ － １３ ２３９(注) 

検 査 局 ３６０ ▲ ２ ４６     ４０４ 
監 督 局 １４４ ▲ １ １４ １５６(注) 

監 視 委 員 会 １２２ ▲ １ ６１     １８２ 
合 計 ８５１ ▲ ４ １３４     ９８１ 

（注）参事官の設置に伴い、定員１人を監督局から総務企画局に振替 

 

 

２．予算 

 

平成１４年度予算政府案では、上記の増員に伴

う経費のほか、機動的な検査・監視の実施、海外

当局との連携強化等を図るための経費を折り込ん

で、総額１３５億円（対前年度０．３％増）を計

上することとしています。 

また、預金保険機構に係る公的資金枠について

は、現行の７０兆円の枠組みを維持することとし、  

５３．４兆円の政府保証枠を確保することとして

います。   

（注）70 兆円－13 兆円（交付国債）－3.6 兆円  

（13 年度までに発行される預保債（政府保証付

債券）の残高）＝53.4 兆円 

 

 



 

（参考４） 

平成 14 年度 金融庁予算（概算決定） 

 

区 分 
平成 13 年度 

当初予算額（A） 
平成 14 年度 

概算決定額（B） 
対前年度増△減額

（B－A） 
対前年度伸び率 
（B－A）/（A） 

 百万円 百万円 百万円 ％ 
（項）金融庁 13,307 13,393 86 0.6 
人件費 8,547 9,340 794 9.3 
その他 4,760 4,053 △707 △14.9 
検査監督等実施経費 755 765 10 1.3 
検査監督事務等電算
化経費 

1,020 825 △194 △19.0 

検査監督手法等調
査・研修経費 

116 97 △19 △16.3 

金融制度等調査経費 250 235 △15 △5.9 
審議会等運営経費 114 98 △16 △14.0 
国際会議等出席経費 202 196 △6 △2.9 
中央省庁等再編成経
費 

308 0 △308 皆減 

その他 1,996 1,837 △159 △8.0 
（項）経済協力費 177 133 △44 △24.8 

合 計 13,484 13,526 42 0.3 

 

   （注）各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。 

 

 

「平成１４年度機構・定員及び予算について」 
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<主な出来事>（１２月） 

 

１日（土） ・金融審議会「金融の基本問題に関するスタディグループ」シンポジウム開催 
３日（月） ・｢銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律施行令案｣、「銀行等保有株式取得機構

に関する命令案」等の公表(パブリックコメント) 
５日（水) ・銀行持株会社（株式会社大和銀ホールディングス）の設立認可 
 ・株式会社大和銀行、株式会社あさひ銀行、株式会社近畿大阪銀行、株式会社奈良銀

行及びあさひ信託銀行株式会社の産業活力再生特別措置法に基づく事業再構築計画
の認定 

６日（木） ・「公認会計士試験（第１次試験）の試験場について」発表 
 ・播州信用金庫に対する担保附社債に関する信託事業の免許 
 ・｢投信・投資顧問検査マニュアルＷＧの検討状況｣発表 
７日（金) ・ダム・米財務副長官の大臣表敬訪問 
 ・事務ガイドラインの一部改正(証券関係) 
 ・栃木県中央信用組合、小川信用組合、黒磯信用組合及び岡山県信用組合に対する金

融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分 
10 日（月） ・中小企業金融の円滑化に関する意見交換会開催 
 ・｢金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行令等を改正する政令案｣等の公表(パ

ブリックコメント) 
11 日（火） ・｢金融機関等が行う特定金融取引の一括精算に関する法律施行規則の一部を改正する

内閣府令案｣の公表(パブリックコメント) 
13 日（木) ・｢自動車損害賠償保障法及び自動車損害賠償責任再保険特別会計法の一部を改正する

法律の施行等に伴う政令、省令及び関係通達等の制定及び改正並びに支払基準の制
定に関するパブリックコメントの結果公表 

 ・「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」(案)等に対するパブリックコメント
の結果公表 

14 日（金） ・企業会計審議会第一部会開催（第 15 回） 
 ・日本型金融システムと行政の将来ビジョン懇話会（第４回） 
 ・資産を買い取る場合の価格を定めるための基準及び資産の買取りの決定に係る承認

を行うための基準を定める件を改正する告示案」の公表(パブリックコメント) 
 ・「“自己資本に関する新しいバーゼル合意”の完成に向けた作業の進捗状況」公表 
 ・輪島信用組合に対する管理の終了期限の延長 
 ・東京商銀信用組合に対する管理の終了期限の延長 
 ・信用組合関西興銀に対する管理の終了期限の延長 
19 日（水） ・副大臣海外出張(マレーシア･シンガポール･インドネシア 25 日まで) 
 ・「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令等の改正案」の公表(パブリックコ

メント) 
20 日（木） ・｢銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律施行令案｣、｢銀行等保有株式取得機構

に関する命令案｣等に対するパブリックコメントの結果公表 
 ・「ＢＩＳ規制見直しにかかるバーゼル委員会公表ペーパー」公表 
21 日（金） ・企業会計審議会第二部会開催（第 24 回） 
 ・企業会計審議会固定資産部会開催（第 18 回） 
 ・「経営健全化計画のフォローアップ(13 年 9 月期)について」公表 
 ・ゴールドマン・サックス証券会社東京支店に対する行政処分 
 ・「空売りへの総合的な取組みについて」発表 
 ・都民信用組合、池袋信用組合、厚木信用組合及び島原信用組合に対する金融整理管

財人による業務及び財産の管理を命ずる処分 
 ・「シンガポール通貨監督庁との証券分野の情報交換覚書（ＭＯＵ）の署名について」

発表 
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25 日（火） ・「平成 14 年度機構・定員及び予算について」発表 
 ・｢有価証券の空売りに関する内閣府令の一部を改正する内閣府令案の概要｣の公表（パ

ブリックコメント） 
 ・茨城商銀信用組合に係る管理を命ずる処分の取消し 
26 日（水） ・「タリバーン関係者等と関連すると疑われる取引の届出について(追加要請その４)の

発出について」発表 
28 日（金） ・「石川銀行について」の大臣談話発表 
 ・長島信用金庫、佐伯信用金庫、上田商工信用組合及び両筑信用組合に対する金融整

理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分 
 ・朝銀千葉信用組合に対する管理の終了期限の延長 
 ・朝銀東京信用組合に対する管理の終了期限の延長 
 ・朝銀新潟信用組合に対する管理の終了期限の延長 
 ・朝銀長野信用組合に対する管理の終了期限の延長 
 ・朝銀近畿信用組合に対する管理の終了期限の延長 
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